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●COC事 業 の採 択 と事業の概要
福井大学は文部科学省の平成25年度 「地(知)の拠点
整備事業(大学COC事業)」募集に事業期間を5年間(平
成25～29年度)とする「地域を志向 して人を育み、地域
を活かす福井の知の拠点づくり」事業を申請 し、採択さ
れた。本年度の上記事業募集には合計319件の応募が
あ り、その うち国立大学からは本学を含む22件が採択
された。
本学は、学則(第1条)において「地域、国及び国際社会
に貢献 し得る人材の育成と、独創的でかつ地域の特色に
鑑みた教育科学研究、先端科学研究及び医学研究を行う」
ことを目的及び使命 として掲げている。さらに、本学は
この目的 ・使命を達成するため、4項目から成る12年間
の長期目標を設けているが、そのうち「長期 目標3」にお
いては、「福井大学は、優れた教育、研究、医療を通して地
域発展をリー ドし、豊かな社会づくりに貢献 します」と
宣言 している。本事業は、福井大学が掲げるこのような
目的 ・使命を踏まえ、大学が自治体等と連携 し、全学的に
地域を志向 した教育 ・研究 ・社会貢献を進め、課題解決に
資する様々な人材や情報 ・技術が集まる地域コミュニ
ティの中核的存在と しての機能強化を図る ことを目指
すものである。
本学の地域志 向の取 り組み はこれまでも多岐にわ
た っているが、今回のCOC事業を申請・実施する にあ
たっては、福井県をはじめ、各自治体(福井市、勝山市、敦
賀市、永平寺町、高浜町)と包括連携協定等に基づく協議
を行い、それぞれの地域課題を顕在化 ・包括化させ、全学
としての対応を勘案 した結果、次の5つの課題を解決す
べき課題として設定することとなった。
(1)地域再生・活性化の基盤となる「人材育成」
(2)地域産業の持続的な発展に資する 「ものづくり・産
業振興・技術経営 」
(3)進行する少子高齢化と過疎化に対応する「地域医療
の向上」
(4)自然共生社会を実現する 「持続可能な社会 ・環境づ
くり」
(5)安全 ・安心に資する「原子力関連分野の人材育成、防
災体制の確立」
これ ら5分野における具体的な取 り組みは、各々教
育 ・研究 ・社会貢献の側面を持ち、計画の策定に係る各自
治体 との協議においては、「教育」、「研究」、「社会貢献」の
別に取り組みの達成目標を定め、それに基づく年度の計
画を双方で確認している。
● 「人材教育」課題 と共通教 育改革
このうち、課題(1)の「人材育成」については、本学の各
学部 ・大学院で育成する教師、医師 ・看護師、エンジニア
等が地域の人づくり、産業振興や地域医療の向上、環境 ・
まちづくりに直接的に関わる人材であることから、これ
まで以上に地域の意見や人材を教育に活用することに
留意し、本学の教育内容を充実 し、地域再生 ・活性化の基
盤とすることが、基本的な方針とされている。
この基本方針のもとで、今後学内においては、地域の
課題解決の視点を踏まえ、上記のような人材育成を実現
するためのカリキュラム編成を行うことが目標 とされ
ており、その際、人材育成に関わる共通・教養教育と専門
教育のカリキュラムとが相互に関連 し合 うよ う体系化
を図ることが求められている。
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そのうえで、共通・教養教育に関しては、今後以下の3
つの点を中心に、カリキュラム改革を進めることとされ
ている。
(1)既存の開講科目の体系化と新規科 目の開講を通 じ
て「ものづくり・産業振興 ・技術経営」、「持続可能な
社会 ・環境づくり」、「原子力 ・エネルギー」の3分 野
にそれぞれ「地域コア・カリキュラム」科 目群を配置
し、学生が地域の課題についてより体系的に学べる
ようにする。
(2)探求 ・プロジェク ト的な学習を行 う科目群をさらに
拡大 し、アクティブ ・ラーニングのための領域を充
実させる。
(3)語学 ・コミュニケーション能力を備え、国際的に活
躍できる人材の育成 に対する地元企業等からの強
い要望に応え、全学的な語学力の向上を図るため、旧
来の語学教育を刷新 し、総合的な4技能育成を重
視 した実践的語学教育を推進するためのカリキ ュ
ラム改革を行う。
● 共通教育改革 の現 状 と今後の課題
共通教育改革 に関するこれらの改革のうち、(1)は最
も大きな改革につながることが予想される。周知のよう
に、現在、文京キ ャンパスにおける共通教育カ リキュラ
ムは、「均等履修」、「集中履修」、「自由選択履修」に加えて
「副専攻」から成る完成度の高い構成となっている。この
構成を維持 したまま、さ らに3分野にわたるコア ・カリ
キ ュラム科目群を新た に必修科 目として組み込むこと
は極めて困難である。従 って、現在のカリキュラム構成
に代えて、完成時には17科目になる予定の コア ・カリ
キュラム科目群を中核的科目としたうえで、共通教育全
体のカリキュラムを基礎から再構築する必要があると
思われる。
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(2)については、COC事業申請の段階で、共通教育に
おいてすでにアクティブ・ラーニング科 目23科目が開
講されており、これを平成29年度までに27科目に拡大
することが基本的な 目標とされている。ただ し、申請書
で列挙された科 目については、アクティブ・ラーニング
科目の内実を伴 っているか否かを再検証することが必
要である。また、アクティブ・ラーニング科目は教員側の
負担も一般的に大きくなるため、今後の科目数拡大にあ
たっては、教員組織による大きな努力が必要となること
が予想される。
(3)の語学教育の刷新については、すでに平成25年度
から工学部1年次生を対象と して、共通教育における英
語の授業時間数の倍増、少人数クラス化、TOEICの成績
等を基準と した習熟度別クラス編成等の改革が開始さ
れている。平成26年度には、同様の改革が教育地域科学
部1年次生に対 しても拡大され、平成27年度には両学
部の1、2年次生を対象とした英語教育改革が一応の完
成を見ることになる。ただ し、TOEICテス トの円滑な実
施方法、語学関係教員全体の協力体制の整備、語学セン
ターの中長期的な安定的運営をどのように確保 してい
くか等、なお検討を要する課題が残っている。
以上のように、共通教育から見た場合、今回のCOC事
業は(1)を中心に必然的に大きな改革につながるもので
あり、それを実現するためには全学的な推進組織体制を
構築することが不可欠な状況とな っている。この点に関
しては、寺岡教育 ・学生担当副学長を中心として検討が
進め られ、平成25年11月に、教育改革推進特別会議教
育改革ワーキング・グループの下に三学部から選出され
た委員 によって構成される共通教育作業部会が設置さ
れた。今後、同作業部会、共通教育委員会及び各学部での
議論が進むにつれて、平成26年度は共通教育改革が本
格化する年になると予想される。
